
要領様式第１号

共
通

組
織

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

a a 円 円 円 円

a a 円 円 円 円

機
械

施
設

注１）現状の面積及び生産費用は、事業実施年度の前年度のものとする。

注２）目標年度は、実施年度から起算して３年後とする。

○

長岡市大手通２丁目２番６号 長岡 太郎

実施年度

4.00

拡大面積
(目標-現状）

5.00 ha

4.00耕うん・代かき 0.00

4.70

生産費用 生産費/10a

0.00

1.00

0.70

目標 現状

1.00 3.00

現状

合　計

4.00

園芸 0.70 0.70 0.70

作付面積（a)

現状 目標

目標 現状 目標

借入地
作業名

作物名

合　計 1.70 1.70 3.70

目標 現状

注３）添付資料によらず、必要な資料を求められた場合は添付すること。

600,000 30％ 1,500,000

能力・規模
（馬力・条数・面積等）

数量 事業費（円） 市補助金（円）補助率

1,500,000

1 4,600,000 30％

（385,184）

計

作物名
自作地 作業受託

400

目標
低減率(％)
(1-目標/現状)

4,900,000 104,500

現状

長岡市○○地域

目
的

住所

代表者氏名

氏名
（または組織名）

年度

○目標年度

構成員数

令和○年度 がんばる担い手農家の資本装備等支援事業計画書

年度 年度

目
標

コ
ス
ト
低
減

事業実施地区

規
模
拡
大
・
園
芸
複
合
化

6.2%

法人化の予定

水稲

共
通添

付
資
料

☑設置箇所位置図　　☑事業費決定のための見積書　　☑納税対応が確認できる書類
☑経営改善計画（青年等就農計画）認定証（写）　　☑直近の確定申告書（写）および決算書
☑水田経営所得安定対策に加入していることが分かる書類（組織のみ）　　☑規約及び構成員名簿等(組織のみ)

☑導入機械能力基礎表（様式第４号）　　☑カタログ

□図面　　□建設予定地地権者の同意が確認できる書類（賃貸借契約書等）　　□設計書

作業幅2.4m 1ハロー

（うち消費税）

5,200,000

効
果

名

事
業
主
体

水稲

所得確保のため、規模拡大を計画しており、離農される農家や高齢農家からの作業委託の要請が毎
年増えており、現状のトラクターでは適期の作業が困難となることが予想されることから現状機より大型
のものを導入する必要がある。

98,000500 4,180,000

規模拡大に対応することができ、地域の離農者等の農地を受けることで地域農業を維持・発展すること
ができる。
効率的な作業により適期に作業を完了することができることから所得の増加等の経営状況の改善が見
込まれる。

事
業
内
容

施工箇所 長岡市幸町２丁目１番１号

導入機械・施設

トラクター（ロータリー付属） 34ps（作業幅1.6m）

記載例

取り組む項目の欄に記載してください。
規模拡大の場合はコスト低減欄への記載は不要です。

目標は事業実施年度から起算して３年後です。

50万円以上の機械（アタッチ含む）
は、別段で記載してください。

補助金は千円未満切り捨てです。
また、上限は150万円です。



a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

a a

注１）現状の面積は、事業実施年度の前年度のものとする。

注２）目標年度は、実施年度から起算して３年後とする。

注３）申請者の経営状況が分かる書類（水田台帳または農地台帳）を添付する

注４）行が不足する場合は追加する

170 170

200 150

100

川口　一郎（作業受託）

100

70 120

0 60

0 40

要領様式第２号

農地集積計画

現状
（令和○年）

目標
（令和○年）

0

経営面積合計

長岡　太郎

中之島　二郎

180

0 120

0 80

0

規模拡大計画

20

備考

1,040

寺泊　八郎（作業受託）

与板　十郎（作業受託）

出し手（所有者）
※申請者自身の所有地も記載する

越路　三郎

三島　四郎

540

山古志　五郎

小国　六郎

和島　七郎（作業受託）

記載例本様式は規模拡大に取り組む場合に作成してください。
（コスト低減に取り組む場合は必要ありません）

様式第１号の自作地、借入地、作業受託と一致するようにしてください。
現状の面積は農地台帳や水田台帳で確認がとれれば代用していただい
て構いません。



要領様式第３号

ａ ａ

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

注１）現状の生産費は、事業実施年度の前年度のものとする。

注２）目標年度は、実施年度から起算して３年後とする。

注３）根拠がわかるように前年の確定申告、収支内訳書・決算書等を添付すること。

4,300,000 3,790,000

租税公課

種苗費

素畜費

肥料費

飼料費

300,000 300,000

0

2,500,000 1,800,000

150,000 180,000

30,000 30,000

20,000

100,000 120,000

50,000 50,000

50,000 50,000

200,000 240,000

0 0

50,000 50,000

50,000

500,000

50,000

600,000

0

地代・賃借料

土地改良費

0

20,000

農薬・衛生費

諸材料費

修繕費

動力光熱費

作業用衣料費

農業共済掛金

減価償却費

300,000 300,000

荷造運転手数料

雇人費

経
費

生産費/10ａ

作付面積

合計

利子割引料

農具費

107,500 75,800

0

0

現状
（令和○年度）

備考

コスト低減計画
目標

（令和○年度）

400 500

項目

記載例本様式はコスト低減に取り組む場合に作成してください。
（規模拡大に取り組む場合は必要ありません）

様式１号の生産費/10aと一致するようにしてください。

決算書をもとに記載してください。
水稲に関する期秋導入による計画であれば、水稲のみのコ
ストを記載してください。



要領様式第４号（特定高性能農業機械）

ａ　機械１台当たりの能力

作業幅 作業速度
理論

作業量
ほ場

作業効率
ほ場

作業量
１日の

作業時間
作業回数 実作業率

１日の
作業面積

日数
可能

日数率
可能
日数

PS･条等 m ㎞/時 ha/時 ％ ha/時 時 回 ％ ha 日 ％ 日 ha

既存の
機械

0.00 0.00 #DIV/0! ～ 1 0.0 0.00

導入予定
機械

34ps 1.60 1.40 0.22 65 0.15 8 1 70 0.82 4/27 ～ 5/10 14 70 9.8 8.01

既存の
機械

0.00 0.00 #DIV/0! ～ 1 0.0 0.00

導入予定
機械

34ps 2.40 1.80 0.43 65 0.28 8 2 70 0.79 5/11 ～ 5/22 12 70 8.4 6.60

注１）上段は既存の機械、下段は導入しようとする機会について記入する。能力の異なる既存機械が複数ある時は、記入欄を適宜増やして記入する。

注２）作業量（作業面積）の算出方法については、新潟県「農業機械の適正導入に係る指針」の第５章第１の計算式を参照のこと。

注３）各セルの数値は、計算結果を四捨五入せずに計算すること。なお、表示は小数点第２位までとする。

ｂ　導入必要台数
特記事項

台数
作業

可能面積

ha 台 ha ha ha 台

耕うん ロータリー 7.50 0 0.00 7.50 8.01 0.94

代かき ハロー 7.50 0 0.00 7.50 6.60 1.14

注４）導入必要台数は、0.9～1.2台の範囲内とする。

能力等
時間当たり作業量（作業面積） １日当たり作業量（作業面積）

地帯区分： ほ場区画： 10～20多雪

既存機械の能力

期間中の作業可能日数
期間中の
作業面積作業期間

月日～月日

耕うん ロータリー

作業名 作業機名 区分

導入機械能力算出基礎表

不足
作業面積

導入機械
の能力

導入必要
台数

代かき ハロー

作業名 作業機名
利用
面積

記載例

トラクター・ハロー等はカタログ値を用いてください。
田植機及びコンバイン（水稲）は「0.3m×導入機械条数」とします。

秒速（m/s）から時速（km/s）への計算式
秒速×3.6＝時速

新潟県の「農業機械の適正導入に係る指針」（県ホームページから
入手可能）をもとに作成してください。
県の計画に登載されていない機械・施設（乾燥機や色彩選別機な
ど）を導入される場合は、市へ御相談ください。



要領様式第５号

令和○年４月１日

長岡市長　　磯田 達伸　様

住 所

氏 名

２　認定前着手の理由

３　添付書類

令和○年５月１日

　令和○年度長岡市農林水産事業として、下記の事業について交付決定前に着手したいので、対象事
業として認定されない場合は自力事業とすることを了承の上、関係書類を添えて届け出します。

事業主体（氏名）

地区名

事　 業 　名

農林水産業振興

長岡市幸町２丁目１番１号

１　認定前着手をしようとする事業

長岡市大手通２丁目２番６号

長岡市農林水産事業事前着手届

記

種　　　　目

細　　　　目

長岡　太郎　　　　　　　　　

施行方法 直営

農林水産事業振興対策

がんばる担い手農家の資本装備等支援事業

施行箇所・設置場所

長岡 太郎

着工予定年月日

長岡市○○地域

しゅん工予定年月日

令和○年４月１日

ハロー・作業幅2.4m・１台

春作業に間に合わせる必要があるため

事業費

事業量

5,200,000円

トラクター（ロータリー付属）・34ps（作業幅1.6m）・１台

記載例



要領様式第６号

事業
主体名

確認
消費税等仕入

控除税額

 １　課税売上げなし

 ２　市町村の一般会計

 ３　免税事業者

（１）　簡易課税制度採用者 ○

（２）　公共法人等で特定収入割合が５％超

 (ア)　一括比例配分方式　

 a  共通用

 b  非課税売上用  該当なし

 c  課税売上用

 イ　課税売上げ割合が95％以上

注１）

注２）

※１

　　　※２

※３

注３）

　　　　　

　　　　　

  事業主体における消費税の納税対応状況確認表

　資本金又は出資金が１千万円以上の新設法人は、設立当初の２年間は納税義務が免除されな
い。　「公共法人等」とは、市町村の特別会計、消費税法別表第３（※１）に掲げる法人又はみなし法人
（※２）をいう。

法人でない社団とは、多数の者が一定の目的を達成するために結合した団体のうち法人格を有し
ていないもので、単なる個人の集合体ではなく、団体としての組織を有して統一された意思の下に
その構成員の個性を超越して活動するものをいう。

任意団体の場合は、みなし法人の適用を受けて団体名で法人税・消費税等の申告をしている場合
を除き、損益を構成員に分配して個人が所得税・消費税などの申告をすることになる。従って、みな
し法人でない場合は、構成員全員の確認が必要になる。

消費税法別表第３に掲げる法人（抜粋）
財団法人、社団法人、土地改良区、農業共済組合

みなし法人
人格のない社団等のことで、法人でない社団（※３）又は財団で代表者又は管理人の定めがあるも
のをいう。

納税対応の実績

長
岡
 

太
郎

 該当なし

 
４
　
納
税
義
務
者

（３）
一般の
事業者
又は公
共法人
等で特
定収入
割合が
５％以下

 ア
課税売
上割合
が95％
未満

 含む
 (イ)
個別対
応法式

 あり

記載例

該当箇所に○を記入して
ください



住 所

氏 名

１　依頼者

２　見積条件（仕様） （１）機械の名称

（２）機械の能力

（３）付　属　品

（４）数　　　量

（５）導入時期

（６）納入場所

３　見積書提出時期

４　見積書提出場所

５　見積書様式

６　見積書提出方法

７　その他

長岡市幸町２丁目１番１号

34ps

ハロー（作業幅2.2m）

見　積　依　頼　書

令和○年○月○日

○○○○農機販売店　様

長岡市大手通２丁目２番６号

長岡 太郎　　　　　　　

セミクローラートラクター

 条件を満たす機械を選定の上、見積書を提出してくださ
い。
 なお、見積機械のカタログを同封願います。

持参または郵送による

令和○年○月○日

長岡市大手通２丁目２番６号

貴社様式による

　下記により見積書を作成の上、提出くださるようお願いします。

記

長岡 太郎

各１台

令和○年○月中旬

記載例

３つ以上の販売店に見積依頼を行い、最安値を提示した販
売店から導入するようにします。

機械の能力等を指定してください。



長岡市農林水産事業補助金交付申請書 

 

 

令和○年○月○日  

 

長岡市長 磯田 達伸 様 

 

住   所  長岡市大手通２丁目２番６号 

事業主体名 

代表者氏名  長岡 太郎       

 

 

 令和○年度においてがんばる担い手農家の資本装備等支援事業を実施したいので長岡市

補助金等交付規則及び長岡市農林水産事業補助金交付要綱に基づき申請します。 

 

 

記 

 

 

１．補助金の額     金 1,500,000円 

 

２．事業計画書     別紙のとおり 

 

３．収支予算書     別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３社以上の指名競争入札またはの見積合わせにより確定した事業費（機械代金）の 30％

が補助金額になります。 

※ 補助金額は、千円未満は切捨てとなります。上限 150万円。 

 

要領様式８号の納税対応状況表において「消費税仕入控除税額あり」に該当する場合

は、仕入消費税が全額仕入控除となることから、総事業費から消費税額を控除した額

で補助金額を算定します。 

※ 不明な点は、農水産政策課へご連絡ください。 

住所、氏名をご記載ください。 

記載例 

この様式（交付申請書）は、事業実施前に提出してください。 



事  業  計  画  書 

 

１．事業の目的 

  所得確保のため、規模拡大を計画しており、離農される農家や高齢農家からの作業委

託の要請が毎年増えており、現状のトラクターでは適期の作業が困難となることが予想

されることから現状機より大型のものを導入する必要がある。 

 

２．事業の内容 

事業の種類 がんばる担い手農家の資本装備等支援事業 

地 区 名 
長岡市宮内地域 

施工箇所 長岡市幸町２丁目１番１号 

事 業 量 

事業内容 数量 事業費（円） 

 

○トラクター(ﾛｰﾀﾘｰ付属) 

（ヤンマー 34ps） 

 

○ハロー 

（ニプロ 作業幅 2.4m） 

 

（うち消費税） 

 

1台 

 

 

1台 

 

4,600,000 

 

 

600,000 

 

 

（385,184） 

   

総事業費 金 5,200,000円 

施行期間 令和○年○月○日～令和○年○月○日 

施行方法 直営 

 

要領様式第１号の記載に沿う目的を記載します。 

機械等を保管する場所を記載します。 

導入する機械等の作業幅や馬力まで記載します。 

施行期間は 

始期：見積依頼日（入札公告日）から 

終期：機械が納入されて事業費が確定する日 

（＝納入業者から事業主体あての請求書が出さ

れた日）までです。 

※ 交付申請時は、予定日でかまいません。 

施行方法は、機械等の場合は「直営」 

パイプハウス等の場合は「請負」です。 



収  支  予  算  書 

 

 

１．収入の部                            （単位：円） 

区  分 精 算 額 予 算 額 比較増減 

市補助金  1,500,000  

受益者負担金  3,700,000  

    

    

計  5,200,000  

 

 

２．支出の部 

区  分 精 算 額 予 算 額 比較増減 

 

 

○トラクター(ﾛｰﾀﾘｰ付属) 

（ヤンマー 34ps） 

 

○ハロー 

（ニプロ 作業幅 2.4m） 

 

（うち消費税） 

  

 

4,600,000 

 

 

600,000 

 

 

（385,184） 
 

計  5,200,000  

 

交付申請時は、予算額のみ記入します。 

導入する機械等の作業幅や馬力まで記載します。 



令和○年度長岡市農林水産事業検収調書 

 

 

 

１．事業名   長岡市農林水産事業（がんばる担い手農家の資本装備等支援事業） 

２．事業主体  長岡市大手通２丁目２番６号 長岡 太郎 

３．検収内容 

導入機械 型式・規格 数量 単位 備考 

 

トラクター３４ps 

（ロータリー1.6m付属） 

 

ハロー（作業幅 2.4m） 

 

 

 

ヤンマーYH-1234 

(ヤンマーRT-16) 

 

ニプロ W－2400 

 

１ 

 

 

１ 

 

台 

 

 

台 

 

 

 

 

 

 

４．納入日   令和○年○月○日 

５．納入業者  株式会社○○農機 

６．納入場所  長岡市幸町２丁目２番１号 

上記のとおり検収いたしました。 

 

検収日 令和○年○月○日 

検収者 長岡 太郎             

「検収調書」は、機械等が正確に納品されたことを、事業主体が確認したことを証明す

る書類になります。実績報告書と一緒に作成してご提出ください。 

メーカー、能力（馬力や作業幅、条数）、型式まで正確に記載してください。 

注文通りのものが納入されたことを確認した日を記載します。 

保管する建物の住所を記載してください。 



 

長岡市農林水産事業実績報告書 

令和○年○月○日 

長岡市長 磯田 達伸 様 

住 所  長岡市大手通２丁目２番６号 

事業主体名   

代表者氏名  長岡 太郎           

 

令和○年○月○日付け長農水第○○号で交付決定通知のあったがんばる担い手農家の

資本装備等支援事業を下記のとおり実施したので、長岡市補助金等交付規則及び長岡市

農林水産事業補助金交付要綱に基づき報告します。 

記 

 事業の実績 

 

 １ 事業実績書 別紙のとおり 

 

 ２ 収支精算書 別紙のとおり 

この様式（実績報告書）は、交付決定通知を受け、機械等の納

品が完了し、市の検査を受けた後に提出してください。 

交付決定通知の日付、番号（通知の右上に記載）を記載します。 

【実績報告書に添付する資料】 

○ ３販売店への見積依頼書 写し 

○ ３販売店からの見積書 写し 

○ 検収調書 原本 

○ 売買契約書または注文書 写し 

○ 納入業者からの請求書 写し 

記載例 

住所、氏名をご記載ください。 



事 業 実 績 書 

 

１．事業の成果 

  大型機械の導入により、予定していた規模拡大に対応することができ、適期に作業を

完了させることができた。 

 

 

２．事業の内容 

事業の種類 がんばる担い手農家の資本装備等支援事業 

地 区 名 長岡市宮内地域 

施 行 箇 所 長岡市幸町２丁目１番１号 

事 業 量 

事業内容 数量 事業費（円） 

 

○トラクター(ﾛｰﾀﾘｰ付属) 

（ヤンマー 34ps） 

 

○ハロー 

（ニプロ 作業幅 2.4m） 

 

（うち消費税） 

 

1台 

 

 

1台 

 

4,600,000 

 

 

600,000 

 

 

（385,184） 

総 事 業 費 金 5,200,000円 

施 行 期 間 令和○年○月○月～令和○年○月○日 

施行方法 直営 

 

機械導入による成果等を記載してください。 

確定した価格を記載します。 

施行期間は 

始期：見積依頼日（入札公告日）から 

終期：機械が納入されて事業費が確定する日 

（＝納入業者から事業主体あての請求書が出さ

れた日）までです。 

事業の内容は、事業費と施行期間以外は交付申請と同じ内容になります。 



収  支  精  算  書 

 

 

１．収入の部                            （単位：円） 

区  分 精 算 額 予 算 額 比較増減 

市補助金 1,500,000 1,500,000 0 

受益者負担金 3,500,000 3,700,000 △200,000 

    

    

計 
5,000,000 5,200,000 △200,000 

 

 

２．支出の部                    

区  分 精 算 額 予 算 額 比較増減 

 

 

○トラクター(ﾛｰﾀﾘｰ付属) 

（ヤンマー 34ps） 

 

○ハロー 

（ニプロ 作業幅 2.4m） 

 

（うち消費税） 

 

 

4,400,000 

 

 

600,000 

 

 

(370,370) 

 

 

4,600,000 

 

 

600,000 

 

 

（385,184） 

 

 

△200,000 

 

 

０ 

 

 

△14,814 

計 5,000,000 5,200,000 △200,000 

 

・精算額には、見積合わせ等により最終的に確定した金額を記載します。 

・予算額には、交付申請時の額を記載します。 

・比較増減がある場合は、差額を記載します。 



納 品 書 兼 請 求 書

下記のとおり請求いたします。

なお、請求金額は債権者登録申請済みの口座に振り込んでください。

○ ○ ○ ○ ○ ○

長　　岡　　市　　長　　様

－

電話番号

市外局番

( 0 2 5 8 ) 3 9 局 2 2 2 3 番

※金額の頭部に￥をつけてください。

1 5 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0

－

単位

式

計

請 求 書 番 号

月　日

請求書受理、検算年月日
及 び 受 理 者 印

検 収 確 認 年 月 日
及 び 確 認 者 印

・　　・

1

住 所 長岡市大手通２丁目２番６号

品           名

名 称

商号又は

0

　長岡　太郎

5 01

代 表 者

役職・氏名

金       額

円

単  価

0\

数 量

0

0 00

㊞

・　　・

㊞

長   岡   市   で   記   入

支 出 命 令 番 号

農林水産事業振興対策
（がんばる担い手農家の資本装備等

支援事業）

請　求　金　額

長岡市農林水産事業補助金

 納 品 先

日月令和 年

債　権　者　番　号 0

〒

㊞

0

円 円

補助金申請者が請求者となります。
生産組織や法人でない場合、商号は記載不要です。

押印が必要です。

債権者番号がわからない場合はお問い合わせくだ

さい。

月日の

記載は

不要

補助金額を記載してください。


